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2014 年初からラトビアが欧州経済通貨同盟 18 番目の加盟国としてユーロを導入した。

これはラトビア国民のみならず、ユーロの発展を願う人々にとっても慶事のはずである。

しかしドイツの一部には、素直には喜べないとする声が聞かれる。 
理由は、ユーロを使用する国が 18 カ国に達したことにある。今後、たとえばバルト

三国で残ったリトアニアが通貨同盟に加盟することになれば加盟国は 19 カ国となり、

2009 年 3 月 19 日付けの欧州中央銀行決議が発動される 1。すなわち、加盟国が 18 カ国

を超えると、金融政策などを決定する政策委員会において、各国中央銀行総裁の議決権

が輪番制で行使されることになる。 
政策委員会の議決権は 21 票に固定される。うち 6 票は欧州中銀の役員 6 人、4 票は

第一グループ 5 カ国の総裁、11 票は第二グループとして残りの国々（加盟国数が 22 以

上になると、さらに分割され第三グループが作られる）に割当てられ、議決権は各グル

ープ内輪番で行使される。グループ分けは、GDP と金融資産の域内シェアの順序に従

って決められ、ドイツは第一グループ入りが確実である。 
輪番制になると、ドイツは 5 カ月間のうち 1 カ月は、会合で発言しても議決権を行使

できなくなる。ドイツは執行役員一人を送り出しているため、その 1 票は維持するもの

の、ドイツ連邦銀行総裁としては空白期間が生じることになる。 
さらに、通貨政策に関して基本路線が近いオーストリアやオランダ中銀総裁の非番の

時期とドイツの空白期間が重なれば、ドイツ連銀を筆頭とする「タカ派」が留守の間に、

地中海諸国など「ハト派」の総裁が議事の流れを決定することになりかねない。 
金融危機・ソブリン危機のさなかにあって、欧州中銀とドイツあるいはドイツ連銀と

の間には、少なからぬ摩擦が発生し、現在も続いている。欧州中銀が、ギリシャなど危

機国を事実上救済するために実施した国債の買取りに対して、ドイツ連銀は激しく反発

した。2011 年には、欧州中銀の次期総裁と有力視された A.ウェーバー連銀総裁が辞任、

続いて欧州中銀の調査部門を担当していた J.シュタルク理事が抗議辞任した。ドイツ国

内では「国債購入プログラム（OMT）」是非を巡って憲法裁判所が審議中であり、近く

判断が下される見込みである。 
かつて 1990 年代、マルクに代わってユーロが導入されることが決まったことを受け、

ドイツ政府は「マルクのように強いユーロ」を訴え、国民の将来への不安を鎮めようと

                                                   
1 EZB Monatsbericht Juli 2009 “Rotation der Stimmrechte im EZB-RAT” 
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した。その時、ドイツ連銀など政策当事者は、短期間にせよドイツが共通金融政策の当

事者から外れることになるとは想像していなかっただろう。それも、国に対する中銀信

用供与という、ドイツ国民の最大関心事が問題になりそうな時期に。 
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